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研究成果の概要（和文）：本研究では，コロナ禍による影響を受け目的や内容を修正し，主に2つの研究を実施
した。
第一に，コミュニティにおける中学生を対象とした質問紙調査により，発達障害傾向とメンタルヘルス，問題行
動の関連を検証した。その結果，自傷行為の経験有無について，発達障害特性の関連は有意でなく，抑うつや反
すう等のメンタルヘルスの悪化が強く関連していることが示唆された。
第二に，発達障害当事者団体に所属する保護者を対象に，子ども（高校生～社会人）の小学生時と現在の適応度
について尋ねた。その結果，発達障害特性の一部で減少がみられるとともに，継続的な支援やスキル獲得等によ
り適応度が向上してきた様子がうかがえた。

研究成果の概要（英文）：In this study, the purpose and content were modified due to the impact of 
the COVID-19.
First, a questionnaire survey of junior high school students in a community was used to examine the 
relationship between developmental disability tendencies, mental health, and nonsuicidal self-injury
 (NSSI). The results indicated that NSSI was not significantly related to developmental disability 
characteristics, but was strongly related to worsening mental health, such as depression and 
rumination.
Second, we asked parents who belonged to a group of people with developmental disabilities about 
their children's (high school students to adults) level of adjustment in elementary school and at 
present. The results showed that some of the characteristics of developmental disabilities 
decreased, and that the level of adjustment had improved through continuous support and adaptive 
behavior skill acquisition.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義として，これまで先行研究で示されてきた発達障害特性と自傷行為の関連について，メンタ
ルヘルスや不適切な対処が有意に自傷行為の発生と関連する一方，発達障害特性は有意な関連がみられず，発達
障害特性は自傷行為リスクの中核的要因ではないことが示唆された。
また社会的意義として，上記の知見を支援に活用することに加え，対象者数は少なかったものの，発達障害当事
者の保護者らの調査の結果から，発達障害児者への早期からの継続的な支援が，青年期以降や就労後のメンタル
ヘルスや社会適応を促進する傾向が示され，支援の有用性と発達障害児者の持つ可能性を提示することができた
と考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年、発達障害に関する疫学研究では、自閉スペクトラム症（ASD）で 1～2%（Lai et al., 

2014）、注意欠如／多動症（ADHD）で約 5%（Polanczyk et al., 2007）と、一般人口において
一定数存在することが示されている。我が国の疫学調査では、5歳児発達健診において何らかの
障害特性のある子どもは 10%程度いること（斉藤他, 2016）、通常学級に在籍する児童生徒の
6.5%が学習面または行動面において著しい困難を示し、発達障害の可能性があることが報告さ
れている（文科省, 2012）。発達障害児者には様々な障害特性があり、社会性とコミュニケーシ
ョンの困難が中核症状である ASD児者では、学校・会社などの社会生活への不適応からうつ病
や不安障害といった二次障害にいたるリスクが指摘されている（Mazurek & Kanne, 2010）。こ
うした課題への対応として、例えば ASD児者を対象に対人関係や感情調整の適切な方法の獲得
を促すスキルトレーニングプログラムを実施し、その有効性も示されている（Sofronoff et al., 
2007）。一方で、従来の研究では発達障害児者が抱えるリスク要因に偏っており、発達障害児者
の持つ「強み」に着目した支援はまだ少ない。強みに着目した研究では、知性や勇気といった個
人が保有している強みの測定（Peterson & Seligman, 2004）や、生活の中で強みを活用してい
る感覚（Govindji & Linley, 2007）など様々な側面から検証が進められている。近年では発達障
害児者における強みに関しての研究（Niemiec et al., 2017）も報告されているが、我が国ではこ
うした研究はまだ少ない。 
 
 
２．研究の目的 
（1）研究開始当初の目的 
本研究では、発達障害児者の障害特性と精神的健康・社会的適応、強みについて探索的検証を
行うことを目的とし，①発達障害児者が保有している強みについて、どのような特性的強みを有
しているか、また生活で強みを活用しているか，②発達障害児者の障害特性が生活に支障をきた
すだけでなく、生活において発揮される強みに関連しているか，③これらの強みが、発達障害児
者の精神的健康と社会適応にどのような影響を及ぼしているかについて、質問紙調査とインタ
ビュー調査を用いて，質的・量的データの両側面から各要因の関連を検証することを目指した。 
 
（2）コロナ禍による影響を踏まえた目的・方法の変更 
しかしながら，COVID-19によるコロナ禍の影響もあり，発達障害児者やその保護者らへのイ
ンタビュー調査が実施できなかったことなどから，当初の目的を変更し，①コミュニティの小中
学生における達障害特性の傾向と，メンタルヘルスや問題行動との関連の総合的検証，②発達障
害当事者における発達的変化とスキルの獲得による生活適応の変化の 2 点について，質問紙調
査により検証した。 
 
 
３．研究の方法 
（1）コミュニティの中学生における達障害特性の傾向と，メンタルヘルスや問題行動との関連
の総合的検証 
 調査協力市における小中学生とその保護者を対象に，発達障害特性やメンタルヘルス，問題行
動等の関連の検証を実施した。なお，本研究では，これまでに蓄積されたデータも合わせた縦断
的調査について，発達障害特性やメンタルヘルス，問題行動として自傷行為の経験の関連を検証
した。調査は各年 9 月に実施され，中学 1 年生～中学 3 年生の児童生徒約 2,000 名／年のデー
タを 7年間収集した 5コホートのデータを用いた。 
 調査項目は，発達障害特性の測定には保護者を対象に，自閉症スペクトラム・スクリーニング
質問紙日本語版 (ASSQ; 井伊他, 2003) の短縮版 (伊藤・松本他, 2014) と ADHD 評価尺度日本
語版 (ADHD-RS-IV; DuPaul et al. 1998 市川・田中 (監修) 2008) の短縮版(田中他, 2015)を
尋ねた。また，中学生本人には，メンタルヘルスとして抑うつの測定には Birleson Depression 
Self-Rating Scale for Children (DSRS-C) 日本語版 (村田他, 1996) の短縮版 (並川他, 
2011) ，攻撃性の測定には Buss-Perry Aggression Questionnaire の日本語版である Hostility-
Aggression Questionnaire for Children (HAQ-C; 坂井他, 2000) の短縮版を用いた。また，
社会生活に関して，友人関係の測定には Strengths and Difficulties Questionnaire (SDQ) 日
本語版の自己評定フォーム (Goodman, 1997) の「友人関係問題」の下位尺度 (5 項目)，社会的
不適応の測定には小中学生用社会的不適応尺度 (伊藤・田中他, 2014) を使用した。加えて，問
題行動の指標として，関本・朝倉 (2017) で上位を占めた 2種類の自傷行為 (殴打，切る) の
経験頻度を本人に尋ねた。 
 
（2）発達障害当事者における発達的変化とスキルの獲得による生活適応の変化 
 発達障害当事者団体に所属する保護者 11 名を対象に質問紙調査を行った。評定対象となる発



達障害のある子どもは高校生～大学生（10～30 代）であった。質問紙では子どもの発達障害診
断名と性別を尋ね，生活適応度の評価として SDQ 保護者評定を用いた(Goodman, 1997)。 
 
 
４．研究成果 
（1）コミュニティの中学生における達障害特性の傾向と，メンタルヘルスや問題行動との関連
の総合的検証 
 ここでは，主な研究結果を取り上げる。中学校 3年間にわたる縦断的調査において，自傷行為
の経験が一貫してみられなかった生徒を「非自傷群」，中学校 3年時にのみ自傷行為の経験を報
告したものを「中 3自傷発生群」として t検定による比較を行った。また，非自傷群の中学 1年
時における得点と標準偏差を用いて各尺度得点を z 値化し，各群における 3 年間にわたる軌跡
を比較した（図 1）。その結果，中 3 自傷発生群が自傷を報告した中学 3 年時においては，非自
傷群との差が大きい順に，抑うつ(d = 1.12)や反すう(d = 0.85)，友人関係問題(d = 0.68)，攻
撃性(d = 0.69)が有意に非自傷群より高いことが示された。さらに，自傷行為が報告されていな
い中学 1年時点において，中 3自傷発生群は反すう(d = 0.40)や攻撃性(d = 0.38)，友人関係
問題(d = 0.32)，抑うつ(d = 0.29)がすでに有意に高い傾向が示された。一方で，発達障害特性
としての ASD・ADHD 傾向はいずれも有意な差はみられず，発達障害特性は自傷行為のリスク要因
の中核ではないこと，メンタルヘルス等が自傷行為発生に関連しうる要因であることが示唆さ
れた。 
 

図 1 中 3自傷発生群と非自傷群の 3年間における各尺度 z得点の軌跡 

 



（2）発達障害当事者における発達的変化とスキルの獲得による生活適応の変化 
 保護者による子ども 11名の回答について，小学生時の SDQ 下位尺度得点と現在の得点を比較
した。なお，人数が少ないため，統計的な分析による検証には不十分であり，ここでは平均値と
適応度の差異を示すのみとする。 
 SDQ 下位尺度の得点については，小学生時と比較して現在の適応についていずれも得点の改善
がみられ，情緒問題が-0.91，行為問題が-1.00，多動・不注意が-2.73，仲間関係問題が-0.55 減
少し，向社会性は 1.55 増加していた。尺度得点の減少・増加には個人差がみられるものの，全
体的に問題行動が減少し適応度が向上している傾向がうかがえた。これらの結果から，発達障害
特性が発達・成長に伴って一部軽減しうるものがあること，対象者がいずれも当事者団体に所属
しているという面から継続的なサポートや適応行動スキルを獲得してきたことで，メンタルヘ
ルスや社会適応が向上してきた可能性があることが示唆された。 
 
 
図 2 発達障害者の小学生時と現在における SDQ 親評定下位尺度得点の比較（n = 11） 
 

 
 
 
（3）まとめ 
 本研究の結果から，自傷行為の発生について発達障害特性は中核的要因ではなく，メンタルヘ
ルスや友人関係といった二次障害に類する状態が強く関連する要因であることが示され，予防
的な把握や支援への効果的な活用が示された。また，発達障害当事者の保護者を対象とした適応
度の発達的変化を検証した結果からは，高い発達障害特性により小学生時では不適応を経験す
る傾向が高い一方で，年齢が上がることにより発達障害特性が一部軽減しうる可能性があるこ
と，継続した支援の提供や適応行動スキルを獲得することによって，感情調整や社会適応が向上
しうることが見いだされた。これらの結果は，発達障害児者が抱えるリスクだけではなく，そう
した人々が持っている発達・成長の力や適応促進の可能性を確認するものとなった。 
 本研究はコロナ禍による影響もあり当初の目的を大きく変更せざるを得ない状況となったが，
今回得られた知見も踏まえ，今後は発達障害児者が有する強みや成長の可能性などについて質
的・量的な検証を進めていくことが求められる。 
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